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東海3県・「中東地域 13カ国」進出・輸出入動向調査（2026年） 
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2026 年 1 月時点における、中東 13 カ国で進出・輸出入などで事業・ビジネスを展開する東

海３県企業は 1７２社判明した。このうち、企業数は「アラブ首長国連邦（UAE）」が最多の１２５

社、次いで「イスラエル」２3 社、「サウジアラビア」１７社。業種別では卸売業が８割弱（７8.５％）、

製造業は１割強であった。都道府県別では、愛知１２９社、岐阜２３社、三重２０社であった。 

 

株式会社帝国データバンク名古屋支店は、報告書ファイル「CCR」（200 万社収録）など自社データベースから分析可能な企業（事

業展開が判明したもの）を対象に、中東 13 カ国※に進出、または該当国の企業（現地法人など）と取引を直接・間接的に行う企業

について調査・分析を行った。  

[注] 中東の定義について  

アラブ首長国連邦（UAE）、イエメン、イスラエル、イラク、イラン、オマーン、カタール、クウェート、サウジアラビア、シリア、バーレー

ン、ヨルダン、レバノンの 13 カ国。パレスチナは集計対象から除いた。  

[注] 進出の定義について  

現地法人や関係会社・関連会社の設立及び出資、駐在所・事務所の設置などを通じて現地に進出したケース。  
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東海３県企業の中東事業 172 社が判明 

 パレスチナを除く中東地域 13 カ国に進出、または輸出入（貿易）事業（＝「中東事業」）を展開する東海３

県企業は、2026 年 1 月時点で少なくとも計 172 社（全国では１５１５社）が判明した。このうち、駐在拠点

や工場など現地に「進出」している企業は 36 社（同 469 社）、輸出入など「貿易」を行う企業は 146 社（同

1137 社）判明した（「進出」「貿易」でそれぞれ重複を含む）。 

 相手国別にみると、最も多く事業を展開していたのは「アラブ首長国連邦（UAE）」で 125 社に上り、中東

全体のうち７割強を UAE が占めた。特に構成国のドバイ首長国で事業を展開する企業が多く、中古自動

車や自動車部品の輸出を行う企業が多くみられた。 

 次いで多いのは「イスラエル」（23 社）、「サウジアラビア」（17 社）であるが、４位には、米国・イスラエルと

の軍事衝突が発生している「イラン」となっており、９社の活動が判明した。 

「中東 13 カ国」における東海３県企業の活動状況（2026 年１月時点）  

 中東 13 カ国で活動する東海３県企業を業種別にみると、最も多いのは「卸売業」の 135 社で、進出・貿

易全体の８割弱を占めた。卸売業のうち、中古自動車や自動車部品の輸出を中心とした「自動車・付属品卸

売」（97 社）が最も多く、「機械器具卸売」（12 社）が続いた。「製造業」（20 社）は全体の約１２％を占め、そ

の中では「一般機械器具製造」の割合が高い。 

 都道府県別（本社所在地に基づく）では「東京都」が最も多い 646 社だった。「大阪府」（227 社）、「愛知

県」（129 社）が続き、3 都府県で全体の 6 割超を占めた。中東 13 カ国のいずれかに進出、または輸出入

を行う企業は、全国 43 都道府県で判明した。 

１00社超

２0社以上

10社以上

進出・貿易相手国別 2026年1月時点
（社数別）

６社以上

５社以下

[注1] 1社で複数国に進出 / 輸出入（貿易）を行う場合は、それぞれの国で1社と数える

１２５社

アラブ首長国連邦（UAE）

進出： ２４社

貿易：１０８社

２3社

イスラエル

進出： １０社

貿易： １５社

１７社

サウジアラビア

進出： ６社

貿易： 1１社

９社

イラン

進出： ０社

貿易： ９社

クウェート

５社
進出： ０社

貿易： 5社

オマーン

１社
進出： ０社

貿易： １社

イエメン

１社
進出： 0社

貿易： １社

イラク

３社
進出： １社

貿易： ３社

カタール

３社
進出： １社

貿易： ２社

シリア

４社
進出： ０社

貿易： ４社

バーレーン

２社
進出： 1社

貿易： １社

ヨルダン

4社
進出： 1社

貿易： 3社

レバノン

４社
進出： １社

貿易： ４社

中東13カ国に進出・
輸出入事業を展開

1７２社
（2026年1月）

[注2] 進出企業・貿易企業それぞれで重複を含む
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業種別・都道府県別の状況  

 

 

緊迫化する中東情勢、東海３県企業のビジネスにも影響 

 2026 年 2 月 28 日の米・イスラエルによるイラン攻撃、それに対抗するイランによる周辺国への報復によ

り、弾道ミサイルやドローンを組み合わせた攻撃がＵＡＥやサウジアラビア、カタールなど広範囲に広がった。

既に、イランや近隣地域に拠点を構える東海３県企業では、駐在員や家族の安全確保に向けた国外退避を

進めていることもあり、現地プロジェクトの停止や遅延・延期が避けられない情勢となっている。日本企業で

はこれまで、UAE やサウジアラビアなど、現地の良好な治安面から拠点展開や投資を進めてきたものの、

中東情勢の急激かつ長期的な悪化が予想されるなかで、安全が確保されるまでの間は事業の見直しや休

止が懸念される。 

 また、足元ではホルムズ海峡がイランにより「事実上の封鎖状態」となるなか、特に湾岸諸国と日本の物流

が難しくなっている。中東 13 カ国と輸出入を行う企業は東海３県で 172 社に及んでおり、事態が長期化す

れば商業活動でも影響が拡大するとみられる。 

中東 13 カ国  東海３県企業の進出・輸入・輸出企業数  

業種別 中東 13 カ国進出・輸出入 

 

都道府県別 社数  

 

 

７８．４％

11.6% 9.9%

中東13カ国に進出・
輸出入事業を展開

1７２社
（2026年1月）

卸売業 １３５社

機械器具卸売

９７社自動車・
付属品卸売

１２社

その他卸売 1０社

その他
産業 １７社

300社超

100社以上

50社以上

都道府県別 2026年1月時点
（社数別）

10社以上

5社以上

1社以上

646社東京都

227社大阪府

129社愛知県

２３社岐阜県

２0社三重県

製造業 2０社

一般機械器具製造 7社

電気機械器具製造 4社

0

10

20

30

ア
ラ
ブ
首
長
国
連
邦

（Ｕ
Ａ
Ｅ
）

イ
エ
メ
ン

イ
ス
ラ
エ
ル

イ
ラ
ク

イ
ラ
ン

オ
マ
ー
ン

カ
タ
ー
ル

ク
ウ
ェ
ー
ト

サ
ウ
ジ
ア
ラ
ビ
ア

シ
リ
ア

バ
ー
レ
ー
ン

ヨ
ル
ダ
ン

レ
バ
ノ
ン

(社)

当該国から
「輸入」
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当該国へ
「輸出」

1７２社

中東13カ国で事業を行う東海３県企業 総数

進出： ３６社

貿易： 1４６社 輸入： ２１社

輸出： １２６社

[注1] 1社で複数国に進出 / 輸出入（貿易）を行う場合は、それぞれの国で1社と数える

[注2] 進出企業・貿易それぞれで重複を含む

１０７社


